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（単位：人）

指定都市名

熊 本 市 1,265 1 731,722 3,624 4,826 807 9,257
神 戸 市 1,257 2 1,500,425 7,656 9,690 1,507 18,853
北 九 州 市 1,250 3 921,241 4,657 5,867 988 11,512
名 古 屋 市 1,243 4 2,297,745 12,396 13,742 2,431 28,569
新 潟 市 1,242 5 767,565 3,713 4,899 919 9,531
京 都 市 1,235 6 1,379,529 6,999 8,409 1,629 17,037
広 島 市 1,233 7 1,178,773 5,890 7,284 1,358 14,532
大 阪 市 1,224 8 2,757,642 15,207 14,909 3,629 33,745
堺 市 1,211 9 817,041 3,635 5,193 1,068 9,896
岡 山 市 1,206 10 698,671 3,351 4,299 779 8,429

静 岡 市 1,181 11 677,736 3,414 3,550 1,043 8,007

仙 台 市 1,157 12 1,066,362 4,845 6,358 1,140 12,343

相 模 原 市 1,103 13 717,861 3,391 3,767 759 7,917

浜 松 市 1,100 14 788,985 3,051 4,728 896 8,675

千 葉 市 1,092 15 978,899 4,429 5,330 929 10,688
川 崎 市 1,090 16 1,529,136 7,065 8,141 1,455 16,661
さ い た ま 市 1,069 17 1,345,012 5,723 7,297 1,358 14,378
福 岡 市 1,050 18 1,593,919 5,995 9,582 1,152 16,729

横 浜 市 1,030 19 3,752,969 15,445 19,531 3,669 38,645

札 幌 市 1,004 20 1,956,928 7,598 10,236 1,813 19,647

部　門 人口10万人
当たりの
職員数

住民基本
台帳人口
（2024.1.1）

普通会計

合　計
一般行政 教  育

消  防
※消防広域化

実施市（広域消防

職員を含む。）

順位
（多い順）



（単位：人）

指定都市名

相 模 原 市 638 1 717,861 2,451 2,126 0 4,577
広 島 市 614 2 1,178,773 5,912 1,263 65 7,240
新 潟 市 599 3 767,565 3,073 1,517 4 4,594

静 岡 市 564 4 677,736 2,013 1,793 15 3,821

岡 山 市 479 5 698,671 1,342 2,002 4 3,348
熊 本 市 475 6 731,722 2,218 1,254 3 3,475
仙 台 市 440 7 1,066,362 2,287 2,361 48 4,696
神 戸 市 434 8 1,500,425 3,615 2,892 11 6,518

浜 松 市 430 9 788,985 1,702 1,675 17 3,394

千 葉 市 411 10 978,899 2,378 1,624 24 4,026

福 岡 市 397 11 1,593,919 2,942 3,328 57 6,327
大 阪 市 364 12 2,757,642 4,479 5,512 53 10,044
堺 市 310 13 817,041 1,856 643 32 2,531
名 古 屋 市 309 14 2,297,745 3,932 3,038 135 7,105
京 都 市 307 15 1,379,529 1,512 2,544 184 4,240
北 九 州 市 298 16 921,241 1,706 967 73 2,746
横 浜 市 294 17 3,752,969 8,065 2,937 38 11,040
さ い た ま 市 283 18 1,345,012 1,679 2,050 73 3,802
川 崎 市 242 19 1,529,136 2,359 1,281 64 3,704
札 幌 市 190 20 1,956,928 1,924 1,776 10 3,710

合　計
消  防一般行政 教  育

人口10万人
当たりの
職員数

順位
（多い順）

部　門 住民基本
台帳人口
（2024.1.1）

普通会計



























地理情報の一元化によるコスト削減
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取り組み方 針





Ⓒt.nanba





20242023202220212020

10件
※うち７件は
過年度に発生

５件
※うち４件は
過年度に発生

３件２件０件









•

•

•

•

•

•

•



•

•

•

•

•



投
資
支
出

消
費
支
出

義務的経費

支出が義務付けられていて、任意には削減でき
ない経費

・職員給与等の人件費
・生活扶助等の扶助費
・市債の元利償還金等の公債費

※市債の償還のうち、社会資本整備のための市債の
償還金は、義務的経費であるが実質は「投資支出」。

※教育費の大半は人件費で義務的経費・消費支出だが、
人材への投資とも言えるため、投資支出の性格も持っ
ている。

投資的経費

・支出の効果が、ストックとして将来に残る経費

・道路、河川、公園、学校、市営住宅などの
建設等、社会資本の整備に要する経費

効果が単年度のもの。
支出の効果は今が中心。
もちろん効果は、間接的
に将来に残る。

消費支出

投資支出

単年度の効果ではなく、
社会資本整備や人材育
成等を通じて、支出の効
果が未来に残る。



•

•

•

•

•

•

•



Ⓒt.nanba







•

•

•

•





•





3,378 3,517 3,535 3,885 4,035 

2,397 2,447 2,523 2,632 2,843 
766 795 799 784 798 

0

2,000

4,000

6,000

8,000































•

•

•

•



•



•

•



•
•
•
•



•

•





•





•
•
•
•



•

•

•

•

•



•

•
•

•

•

•
•



制度概要

全国の傾向



静岡市の状況



寄附額上位自治体の状況

2026年度の目標

取組方針



制度概要



全国の傾向

寄附額上位自治体の状況



2026年度の取組

2024年度静岡市の状況


